
No. 質問 回答

1 学生のラボローテーションを計画している場合、様
式1の「8．学生の所属する専攻等名」には、学生の
所属元である専攻に加え、ラボローテーション先と
なる全ての専攻も記入する必要があるのか。

学生の所属元である専攻のみを記入すること。ラボ
ローテーション先であっても、プログラム履修生が
所属しない専攻を記入する必要はない。

2 経済団体との連携の中で、傘下企業との連携を想定
している場合、様式1の「11．連携先機関名」には団
体名のみを記載するのか、あるいは当該団体の傘下
企業名も記載する必要があるのか。

連携先機関としてどの機関を設定するかにより判断
する必要がある。団体を連携先機関とし団体と協定
を結ぶのであれば団体名を、傘下企業を連携先機関
とし各傘下企業と協定を結ぶのであれば各傘下企業
名を記入されたい。
連携先機関の考え方については、公募要領及びQ&Aを
参照すること。

3 連携先機関との協定等の締結について、Q&A問45の
（答）等で「一個人や一部局ではなく、組織単位で
の意思確認を行う」と強調しているが、その意図は
何か。
例えば、企業に設置される研究所を連携先機関とす
る場合に、本社ではなく当該研究所と協定を結ぶこ
とが可能か。

Q&A問45の「組織単位の意思確認」とは、本事業にお
ける連携先機関が「組織」対「組織」の連携体制を
構築するものであり、組織として協定等を締結する
ことを求める旨を明確にしたものである。
協定の相手方については、公募要領やQ&Aなどを確認
した上で、組織として最終的な意思決定ができる単
位であるかという観点から適切であるか判断された
い。

4 本補助金により支出できる旅費は「プログラムに選
抜された学生」が対象であるとの説明があるが、プ
ログラムの選抜試験に合格した大学院入学前の学部
学生に対し、プログラムの事前講義として教育研究
活動を学外で行う場合の旅費は支出可能か。

プログラム履修生を対象として、プログラムの遂行
上真に必要な学会等での研究発表や、連携先機関等
における研究活動等に必要な旅費は支出できるが、
学部学生に旅費を支出することはできない。

5 令和2年4月1日付の組織改組を予定している場合、様
式1・様式3にはいつ時点の情報を記載すべきか。ま
た、複雑な改組を行うため補足説明を行いたいが、
様式以外に資料を追加すること等の対応が可能か。

様式以外に資料を追加することは認められない。
様式1・様式3には、令和2年4月1日時点の研究科・専
攻等名を記載すること。
なお、様式3には、取組の実績として示すことが有効
と判断した場合には、旧組織等のデータを付記する
こと等も可能である。一度に多くのあるいは複雑な
改組を行い、説明すべき事項が多い場合などは、必
要に応じて様式3の備考欄に補足説明を記載するなど
により対応されたい。

6 公募要領の申請要件ⅸ）入学定員超過率について、
申請時点において入学者数等が確定していない可能
性があるが、どの時点の入学者数により算定すれば
よいのか。

申請時には、申請時点で確認できる入学者数により
算定し、仮の状況として提出すること。
申請受付後、5月1日現在の入学者数を確定値として
入学定員超過率の確認を行う。具体的な方法等は申
請のあった各大学に別途連絡する。なお、確定値に
よる入学定員超過率が申請資格要件に抵触した場合
は、申請は不採択となる。
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7 全体責任者・プログラム責任者は理事・学長等を想
定しているとの説明があるが、令和2年4月1日に役員
の交代を予定している場合、申請時点の役員と新役
員のいずれを記載すべきか。

全体責任者・プログラム責任者を含むプログラム担
当者は、公募要領に記載するそれぞれに期待される
役割等を踏まえ適切な者を選任したうえで、令和2年
4月1日時点の情報により記載すること。
仮に、令和2年4月1日に就任する新役員が全体責任者
を担当する場合には、当該新役員を4月1日時点の役
職名等により全体責任者として記入することとな
る。

8 様式2の「海外連携先機関数」には、様式1の「11.連
携先機関名」欄に記載していない機関も算入すべき
か。例えば、「11.連携先機関名」欄に記入する以外
の機関との協定を検討しているなど、申請後に協定
を締結し連携先機関が増える可能性のある場合に
は、「海外連携先機関数」に計上すべきか。

「海外連携先機関数」欄には、様式1の「11．連携先
機関」に記載する大学・企業・研究機関等のうち、
海外に所在する機関の数を記入する。協定の締結を
検討中である機関等も含め、様式1の「11.連携先機
関」に記載しない機関は連携先機関としては取り扱
わないため、「海外連携先機関」としても計上しな
い。

9 様式3（1）③は専攻・課程区分ごとに教員数を記入
することとなっているが、大学院設置基準第9条第2
項により博士後期課程の教員が博士前期課程の教員
を兼任している場合、当該教員は博士後期課程・前
期課程の両方に計上すべきか、あるいは博士後期課
程にのみ計上すべきか。

該当する専攻・課程区分の両方を記載した上で、両
方の専任教員数に計上すること。
例
研究科・専攻名　　　課程区分　　　教授（名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　専任
○○研究科ＡＡ専攻　博士前期課程　10人・・・
○○研究科ＢＢ専攻　博士後期課程　10人・・・

10 補助金により特任教員として採用した教員を、事業
期間内に補助金以外（例えば運営費交付金等）によ
り定員内の教員として雇用することとした場合、当
該教員の人件費を学内資源として計上することが可
能か。

可能である。資金計画と学内外資源の趣旨も踏ま
え、適切に検討されたい。

11 様式1及び4において記入する「役割分担」欄には令
和2年度の計画における分担を、「エフォート予定
（割合）」欄には令和2年度における年間の全仕事時
間・労力を10割とした場合の本プログラムに割り当
てる時間・労力の割合(エフォート)の予定を記入す
ることとなっているが、主に講義を担当する教員な
ど、学生の受入れ前となる令和2年度にプログラムの
実施に係る業務がほとんど見込まれない場合はどの
ように記入すべきか。

当該欄については、補助期間全体を通した役割分担
及びエフォートを記入する欄として改めたい。様式
等を変更するので確認されたい。

12 教育研究支援経費については、本補助金を財源とす
るものは博士後期課程等の学生のみを対象に支給す
ることとされているが、大学の独自財源により博士
前期課程相当の学生に支給することは問題ないとの
理解でよいか。

問題無い。

13 専攻に置くコースが主体として事業に参画する場合
に、様式3など専攻の現状等についての情報はコース
単位で記載することも可能か。

設置基準上の最小単位が専攻であることも踏まえ、
専攻の単位で記載いただきたい。
なお、様式1の「8.学生の所属する専攻等名」につい
ては、Q&A問139を参照されたい。
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14 事業の実施に当たり、サブコーディネーターという
役職を置くことを検討しているが、様式1の「14．プ
ログラム担当者一覧」の「役割分担」欄に記載して
構わないか。

本事業においては、プログラムの役職者として、全
体責任者を置くとともに、プログラム担当者の中か
らプログラム責任者及びプログラムコーディネー
ターをそれぞれ1名置くこととしている。
それ以外の役割分担については、各大学の構想に応
じて適切にご判断いただき、必要に応じて記載して
構わない。

15 ジョイントディグリー等を実施する場合、補助金で
支出できる経費の範囲はどのように考えればよい
か。

提案する計画において取り組む事業に必要な範囲に
ついてのみ支出可能である。
例えば、大学全体としてジョイントディグリー等を
行う場合で、本事業に参画する専攻がそこに参画す
る場合には、応分負担等の考え方等により、プログ
ラムにおいて必要な分担額を負担するものと思われ
る。他方、プログラムが主体となってジョイント
ディグリー等を実施する場合は、当該ジョイント
ディグリー等の実施に係る経費そのものが補助対象
経費となることも想定される。

16 プログラムの選抜時点ではなく、プログラム履修開
始後に優秀な学生として認める場合にも、教育研究
支援経費の対象としてよいのか。

学内規程に明確に定めた上で運用するのであれば差
し支えない。

17 採択件数はどのくらいを予定しているか。 採択件数を定めているものではなく、審査の結果を
踏まえ、予算の範囲で採択することとしている。

18 令和2年度公募において採択するプログラムを決定す
る際に、過去の公募において採択されたプログラム
の分野等が考慮されることはあるのか。

考慮することはない。

19 様式2（3）の説明において、「申請大学全体の大学
院改革」との文言があるが、これには、連携先機関
である大学を含むのか。

「申請大学」に連携先機関は含まない。
同様式においては、申請者である大学における大学
院改革について説明することを想定している。

20 本事業では5年一貫の博士課程教育を構築することと
しているが、修業年限を5年から短縮、あるいは長く
した計画は認められないのか。

本事業においては、修業年限を5年を超えて設定する
ことは認められない。
また、修業年限の短縮は、優秀な学生について結果
的に認められるものであり、短縮することを前提と
した構想についても認められない。
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